様式第１号（第６条、第９条関係）
年度広域移動販売支援事業計画及び収支予算書（実績報告及び収支決算書）

１　補助事業者の概要
	補助事業者名
	

	代表者氏名
	

	所在地・連絡先
	

	組織の概況
	

	組織の設立年月日
	


 ※これから起業する場合には予定を記入
２　申請する補助対象事業
　　※申請する補助対象事業に応じて、いずれか又は両方に○をすること。
　　移動販売車等導入支援　（　新規参入　・　既存事業継続のための車両の更新　）　
　移動販売車運営費支援
３　事業計画の概要
	（１）事業の内容
	

	（２）事業実施地区
	○○町○○地区、△△町△△地区
利用（見込）人数：●人
※以下は該当があればチェックすること。

□要綱第５条第３項に定める小規模高齢化集落等を販売ルートに含む

	（３）実施（予定）期間
	　年　月　日　～　年　月　日

	（４）事業の目的・背景
	

	（５）社会貢献性・事業の必要性
	※記入のポイント（以下（６）～（８）についても同様、できるだけポイントを含めた記入すること。）
□ どのような地域課題の解決につながるのか
□ 地域のニーズに対する対応　他


	（６）事業開始の実現性
	□ 資金調達（自己資金）の確保等
□ 必要な人材の確保
□ 地域の要望
　□ 事業実施に向けたスケジュール　他


	（７）事業の今後の継続性
	· 収支計画の概要（経営又は運営安定年までの収入、支出等）
· 顧客又は利用者数の確保はどのように図っていくのか　他


	（８）地域経済への貢献度等
	□ 中山間地域の雇用促進、地域産物等の活用内容があれば記入
  □ 見守り活動など事業による効果以外の社会貢献があれば記入
  □ 既存のサービス提供手法と比較してアピールする点　他



４　市町村の担当部署への説明状況

	市町村名
	


	担当部署及び担当者職・氏名
	

	担当部署の連絡先
	※電話・電子メール等を記入すること。

	説明日
	

	確認結果
	※販売エリアが重複する既存の移動販売の有無、市町村担当部署からの意見などを記入すること。


	市町村名
	

	担当部署及び担当者職・氏名
	

	担当部署の連絡先
	※電話・電子メール等を記入すること。

	説明日
	

	確認結果
	※販売エリアが重複する既存の移動販売の有無、市町村担当部署からの意見などを記入すること。


※１　市町村担当部署へ事業計画の説明を行い、販売エリアでの既存の移動販売事業の状況を確認するとともに、確認の結果について記入すること。
※２　確認を行った市町村ごとに表を追加すること。
５　収支予算（収支決算）

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	負担区分
	本年度予算額

（本年度決算額）
	摘　　要

	１　県補助金
	
	

	２　その他
	
	

	合　　計
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	積　　算
	事業費
	区　分

	（例）
  燃料費
車検費用
	３０，０００円
点検費用：５０，０００円
オイル交換：３，０００円
ライト交換：２，０００円

	３０，０００円

５５，０００円
	移動販売車運営費支援
移動販売車運営費支援

	合　計
	　合計　８５，０００円
	８５，０００円
	


※規則第１２条に係る変更申請の場合、変更前を（　）で記すこと。
６　他の補助金の活用の有無
有　・　無　

　　※他の補助金の活用の有無について、いずれかに○をし、「有」の場合は下欄についても記入すること。　
	①活用する補助金名
	

	②事業内容
	

	③当該補助金の所管部署（団体）名
	

	④所管部署（団体）連絡先
	


７　消費税の取り扱い
　　※該当するいずれかに○をすること。
一般課税事業者
簡易課税事業者
免税事業者
特定収入割合が５％を超えている公益法人等
地方公共団体
仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者

８　添付書類

（１）事業計画申請時

ア　事業計画の詳細が把握できる事業費内訳書、販売ルート、見積書、取扱品目、パンフレット等

イ　補助事業者の概要が把握できる資料（規約、代表者名、構成員の所属・役割、活動内容等）
ウ　営業状況等を把握できる資料（営業許可証（又は届出書）、個人事業の開業・廃業等届出書、車検証等）
※ただしウについては、事業計画申請時に提出できない場合は、取得又は届出後に速やかに提出すること。

（２）事業実績報告時

　　ア　事業実績の詳細が把握できる事業費内訳書、販売ルート、領収書・契約書の写し、写真、パンフレット（計画申請時と異なる場合）等

　　イ　車両運行に係る日時、場所等を記載した帳簿の写し（移動販売車等導入支援を除く）

様式第２号（第７条関係）

　                                                      　　　　第　　　　　　　　　号
  　                                                    　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
                                     　　　　　　　　　　職氏名　　　　　　　　　印
年度広域移動販売支援事業費補助金交付決定通知書
年　　月　　日付第　号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった広域移動販売支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
（担当・連絡先：）
記

１　対象事業
　　本補助金の対象事業の内容は、・・・・・・・・とする。
　
２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
（１）算定基準額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
（２）交付決定額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
３　経費の配分
　　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・・・とする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４　交付額の確定
　　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、広域移動販売支援事業費補助金交付要綱（令和６年４月１日付第２０２３００３３４１３５号鳥取県輝く鳥取創造本部長通知。以下「要綱」という。）第５条第２項及び第３項、第７条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５　補助規程の遵守
　　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。
様式第３号（第９条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年 月 日

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　 年度広域移動販売支援事業費補助金仕入れに係る消費税等相当額報告書

 年 月 日付第 号により交付決定の通知のあった広域移動販売支援事業費補助金について、広域移動販売支援事業費補助金交付要綱第９条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１ 規則第１８条の補助金の額の確定額（　 年 月 日付第 号による額の確定通知額）

　　　金　　　　 円

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

　　　金　　　　 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税相当額

　　　金　　　　 円

４ 補助金返還相当額（３－２）

　　　金　　　　 円

（注）補助事業者別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。

様式第４号（第１３条関係）
　　年度広域移動販売支援事業実施状況報告書（移動販売車等導入支援）

１　補助事業者の概要
	補助事業者名
	

	代表者氏名
	

	所在地・連絡先
	

	組織の概況
	

	組織の設立年月日
	


２　事業計画の概要
	(1)事業の内容
	

	(2)事業実施地区   
	

	(3)実施期間
	


３　販売実績

	
	　年度（1年目）
	　年度（２年目）
	　年度（３年目）

	販売対象集落数
	集落
	集落
	集落

	各集落への運行頻度　※１
	回／週
	回／週
	回／週

	延客数　　　
	人
	人
	人

	販売品目数
	品目
	品目
	品目

	収支決算　※２　（単位：千円）

■収入
【営業収入】

売上高
【営業外収入】

補助金収入（補助事業名を記載）

【特別収入】
　　その他収入
収入合計（A）
	
	
	

	■支出　※３

仕入原価

人件費

販売費（資材等）

運営費

（燃料費）

（修理費）

（車検料）

（備品購入費）

（その他経費）

　　　　　　　　支出合計（B）
	
	
	

	■差引（A－B）
	
	
	


※１　集落によって頻度が異なる場合は、集落ごとに頻度を記載すること。（運行表の添付でも可）
※２　収入、支出項目については、適宜変更・追加すること。
※３　支出に補助金の対象経費が含まれている場合は、補助対象経費と補助対象外経費を分けて記載すること。

４　今後の課題及び対応策

	今　後　の　課　題
	

	課題に対する対応策
	


様式第５号（第１３関係）

　　年度広域移動販売支援事業状況報告書（移動販売車運営費支援）

補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　

１　販売実績

	
	　年度

	販売対象集落数
	集落

	各集落への運行頻度　※１
	回／週

	延客数　　　
	人

	販売品目数
	品目

	収支決算　※２　（単位：千円）

■収入
【営業収入】

売上高
【営業外収入】

補助金収入（補助事業名を記載）

【特別収入】
　　その他収入
収入合計（A）
	

	■支出　※３

仕入原価

人件費

販売費（資材等）

運営費　※４

（燃料費）

（修理費）

（車検料）

（備品購入費）

（その他経費）

　　　　　　　　支出合計（B）
	

	■差引（A－B）
	


※１　集落によって頻度が異なる場合は、集落ごとに頻度を記載すること。（運行表の添付でも可）
※２　収入、支出項目については、適宜変更・追加すること。
※３　支出に補助金の対象経費が含まれている場合は、補助対象経費と補助対象外経費を分けて記載すること。
※４　内訳として燃料費、修理費、車検料、備品購入費等がわかるよう記載すること。

２　今後の課題及び対応策

	今　後　の　課　題
	

	課題に対する対応策
	


※移動販売車等導入支援を受けた場合で、様式第４号を提出する場合は、当該様式の提出は免除する。 
